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１．伊勢湾ＢＣＰについて
１－１．伊勢湾BCPの概要
１－２．協議会の活動
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1-1.伊勢湾BCPの概要
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○南海トラフ地震等の大規模・広域災害に対して、伊勢湾内の広域連携※により緊急物資輸送や港
湾物流機能の早期回復を実現することを目的として、伊勢湾港湾機能継続計画（伊勢湾BCP）を
策定
※広域連携とは、応急復旧に向けた航路啓開の優先順位、資機材の調達、機能回復情報の発信など、港湾相互の広域的な

連携を図るもの

伊勢湾ＢＣＰの目的
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○伊勢湾BCPの策定により発災後の早期港湾機能回復を目指す
○耐震強化岸壁をはじめ、使用可能な公共岸壁までの緊急確保航路の啓開及び港湾内の啓開を行

い、緊急物資輸送ルートを確保する

ＢＣＰのイメージ

ＢＣＰによる効果イメージ 伊勢湾ＢＣＰ計画手順概要

広域連携体制の構築

大規模災害発生

被害状況調査（防災ヘリ、みなとカメラ等遠隔点検）

資機材の調達

津波警報・注意報解除

被害状況調査（現地点検）

優先順位の設定

航路啓開の実施（測量、障害物除去）

航路啓開後の利用水深の決定・公表

＜各港ＢＣＰ＞
・港湾区域の航路啓開
・港湾施設の応急復旧

各港への海上輸送ルートの確保

伊勢湾ＢＣＰに基づく対応
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名古屋港
管理組合

第四管区
海上保安本部 中部運輸局

中部地方整備局
港湾空港部

（総合調整役）

応急復旧活動の役割を担う

道路管理者
（国・自治体）

防衛省
陸上自衛隊
第10師団

東海商工会議
所連合会

（一社）中部
経済連合会

石油連盟
及び会員企業

愛知県
(三河港・衣浦港)

四日市港
管理組合

連携

連携 連携

連携

物資輸送活動の役割を担う

法務省
名古屋入国管理局

厚生労働省
名古屋検疫所

農林水産省
名古屋植物防疫所

伊勢湾三河湾
タグ協会

(一社)三重県
トラック協会

伊勢三河湾
水先区水先人会

東海内航海運
組合

東海港運協会

(一社)愛知県
トラック協会

日本貨物鉄道
(株)

名古屋臨海鉄道
(株)

名古屋臨海
高速鉄道(株)

（公社）伊勢湾海
難防止協会

全国内航タンカー
海運組合東海支部

中部沿海海運組合

東海北陸
旅客船協会

衣浦臨海鉄道
(株)

貿易手続き関連官庁

運輸・物流関連団体

農林水産省
動物検疫所

財務省
名古屋税関

名古屋海運協会

電力・都市
ガス事業者

防衛省
海上自衛隊
横須賀地方
総監部 三重県

（津松阪港・
尾鷲港）

(一社)日本海上起重
技術協会中部支部

(一社)海洋調査
協会

(一社)日本埋立浚渫
協会中部支部

（一財）港湾空港
総合技術センター

中部港湾空港建設
協会連合会

全国浚渫業協会
東海支部 (一社)日本潜水協会

(一社)港湾技術コン
サルタンツ協会

中部地方整備局
港湾空港部以外

広域連携体制

伊勢湾BCP作業部会構成機関
伊勢湾BCP協議会構成機関

○大規模災害が発生、または発生が見込まれる場合に設置
○港湾相互の広域的な連携を図るために必要な情報共有、優先順位の設定、港湾相互の連携等
の各種対応に向けた調整を行う

伊勢湾ＢＣＰ協議会における連携体制
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発災

・災害協定団体は、半年に一度、所有する作業船等のリストと在
港状況を中部地方整備局に報告する。

通常時
事前対策

調達可能な
資機材の把握

・災害協定団体は、速やかに調達可能な資機材を把握し、中部
地方整備局に報告する。

調達要請
・中部地方整備局は、港湾管理者を含めた資機材の調達要請を
とりまとめ、災害協定団体に資機材の調達を依頼する。
・伊勢湾内で資機材が不足する場合は、国土交通省港湾局と災
害協定団体と協力し、他地域から資機材を調達する。

津波警報
（注意報）解除 ・優先順位の決定を受けて、中部地方整備局は、港湾管理者と

調整の上、災害協定団体の会員企業に航路啓開・施設応急
復旧の作業範囲を指示する。

出動要請

契約 ・中部地方整備局と港湾管理者は、各々が所管する水域及び港
湾施設を担当する会員企業と応急災害対策業務の契約を行う。

○中部地方整備局は、包括協定に基づき、災害協定団体に資機材の調達を依頼する

○伊勢湾BCP協議会の構成機関は、速やかに被害状況等の情報収集を行う
○津波注意報・警報解除前について、監視カメラやヘリコプター等の手段により情報収集する

伊勢湾の広域連携体制の行動計画

【資機材の調達の手順】

◆被害状況調査

◆資機材の調達

中部地方整備局の災害対策用
ヘリコプター（まんなか号）
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○優先的に確保すべき海上輸送ルートについては、被災地の状況、国や自治体等の要請、道路の
状況、緊急確保航路等・港湾施設の状況、作業船の確保状況、製油所・油槽所及び発電所・都市
ガス製造工場等を総合的に勘案し、広域連携体制において協議・調整して決定

優先順位の設定
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○平成25年6月の港湾法の改正に伴い、非常災害時における港湾機能の維持に資するよう、船舶
の待避場所として開発・保全できる航路及び国土交通大臣が障害物の除去を行うことにより啓開
できる航路を定める制度が創設

○平成26年1月東京湾、伊勢湾、大阪湾に緊急確保航路を指定
○平成28年7月に瀬戸内海についても追加指定

緊急確保航路について
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中山水道航路
（開発保全航路）

○伊勢湾においては津波流出物が狭隘な湾内の一般海域に滞留することで湾内各港への入出
港が困難となり、港湾区域外においても航路啓開が必要となる可能性が高い

○このため、非常災害時に緊急物資を輸送する船舶の通航ルートを「緊急確保航路」として政令
指定し、国が迅速に障害物の除去を行えることとした（H26.1政令施行）

伊勢湾における緊急確保航路
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緊急確保航路

開発保全航路
※海交法上の航路（伊良湖水道航路）を含む

耐震強化岸壁への物資輸送ルート

公共耐震強化岸壁（整備済・整備中）

製油所・油槽所（緊急輸送路に接続）

発電所等

都市ガス製造工場等

＜中部版くしの歯作戦ルート＞
高速道路等の広域支援ルート
沿岸部（被災地）アクセスルート
沿岸沿いルート

○耐震強化岸壁をはじめ、使用可能な
公共岸壁までの緊急確保航路の啓開
及び港湾内の啓開を行い、緊急物資輸
送ルートを確保する

緊急物資輸送ルート確保の手順

6

緊急確保航路等航路啓開計画（中部地方整備局）

緊急物資輸送ルートの拡充

各港港湾ＢＣＰ

浮遊物除去・深浅測量（事前）

優先順位の設定

障害物の除去

○防災ヘリ、陸上からの目視調査、観測情報等の収集

○浮遊物を除去
○作業許可申請等の書類の簡略化、及び弾力的かつ
臨機応変な手続き

○音響測深機等を用いた深浅測量

○港湾及び航路等の被災状況、道路啓開状況、作業
船の確保、自衛隊やエネルギー関連組織等からの要請

○応急公用負担権限行使の判断
○海上浮遊物の回収及び海底障害物の除去作業

深浅測量（事後）
○海底障害物除去後、音響測深機等を用いた深浅測
量により水深確認

航路啓開後の利用水深の決定・公表
○水深確認後に利用水深及びその範囲を決定・公表

湾内各港への最小限の海上輸送ルートの確保

啓
開
作
業

資機材の調達

津波警報・注意報解除
○中部地方整備局は港湾管理者と調整し、災害協定団体に支援を要請

背
後
の
道
路
啓
開
作
業
【
く
し
の
歯
作
戦
】

港
湾
施
設
の
応
急
処
置

港
湾
区
域
内
の
航
路
の
啓
開
作
業

携帯電話 概ね回復

被害状況調査
○現地での確認・点検

大規模災害発生

被害状況調査

広域連携体制の構築
○広域連携体制を設置し、連絡を確保、災害協定団体との連携体制を構築

広
域
連
携
体
制
の
行
動
計
画
（
初
動
）

電気、固定電話 概ね回復

水道 1ヶ月後 概ね回復 10
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○大規模時災害時に緊急確保航路・開発保全航路の啓開を迅速に実施するため、広域連携によ
る航路啓開の具体的な実施体制や手順を定めた

緊急確保航路等航路啓開計画

○暫定水深、暫定航路幅の考え方

◆航路啓開範囲（緊急物資） ◆航路啓開範囲（石油・石炭・LNG）

 緊急物資輸送船航行に必要な暫定航路範囲

暫定水深

航路水深

暫定 

水深 9.0ｍ 海上自衛艦 

「とわだ型」 
暫定 

航路幅 200m（１Ｌ） 海上自衛艦 

「ひゅうが型」 

緊急確保航路等における暫定水深と暫定航路幅は、
緊急物資輸送を担うことが想定される船舶を参考に、
以下のとおりとする

浮遊物の囲い込み 浮遊物・障害物除去作業

◆航路啓開の実施
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中部地方整備局港湾空港部ホームページトップ画面

関係者間の情報共有

○使用可能施設、暫定供用、船舶の交通制限等の海上交通情報を掲載した利用者への情報共有
ポータルサイトを中部地方整備局ＨＰ内に開設

中部地域港湾BCPポータルサイト画面

名古屋港（一部供用）
（＊月＊日＊時現在）

三河港（一部供用）
（＊月＊日＊時現在）
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伊勢湾ＢＣＰの継続的改善

○定期的な教育・訓練の実施により関係者の連携体制を確認し、伊勢湾BCPの実効性向上と関係
者の意識向上を図る

○伊勢湾BCP協議会は、伊勢湾BCPを継続的改善(PDCA)により有効で実効性の高い計画に改善

出典：道央圏港湾における大規模地震・津波を想定した図上訓練（H26.2北海道開発局）

Plan(計画) Do(実行)

Check(評価)Act(改善)

・伊勢湾BCP策定
・緊急確保航路等
航路啓開計画策定

・実動訓練、机上訓練
・必要な協定の締結
・連携確認（意見交換等）

・問題点、課題の抽出・整理・対策の改善
・伊勢湾BCPの見直し
・緊急確保航路等の航路啓開計画の見直し

出典（左下）：関東地方整備局
出典（左上・右上下）：南海トラフ巨大地震対策中部ブロック協議会広域連携訓練（H26.8）

○図上訓練
・情報伝達訓練、対策本部設置、優先順位の設定等の訓練が考えられる。

○実働訓練
・被害調査、航路啓開、緊急物資輸送等の実働訓練が考えられる。

航路啓開（漂流物回収） 岸壁緊急点検

オイルフェンスによる
漂流物の囲い込み

緊急物資輸送

図上訓練実施状況１ 図上訓練実施状況２

伊勢湾BCPの継続的改善のイメージ



1414

伊勢湾ＢＣＰ全体構成

伊勢湾港湾機能継続計画（伊勢湾BCP)

緊急確保航路等航路啓開計画

手順書（案）

アクションカード

・広域連携体制の構築と行動計画、関係者間の情報共有について、基本的な考え方
と関係者の役割を定めたもの

・広域連携による緊急確保航路等の航路啓開作業を具体的に定めたもの

・発災から航路啓開作業までの活動
の具体的な手順と協議会構成機
関の役割を整理したもの ・手順書に対応すべき事項を

組織毎に簡潔にまとめたもの

・担当者以外でも、実施内容が
わかるもの

H2７年度策定

H30年度策定

R3年度～検討

計画策定年次

伊勢湾BCP

航路啓開計画

手順書（案）

アクションカード

伊勢湾ＢＣＰにおける全体構成



1515

1-2.協議会の活動
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○伊勢湾BCP（H28.2）の策定後、BCPの実効性向上を図るため、毎年協議会及び作業部会を開
催し、訓練や訓練で抽出された課題の検討を実施してBCP等を改定

◆活動の概要

伊勢湾BCP協議会 作業部会

構成員 関係機関の代表者 関係機関の実務者

実施事項
活動計画及び活動結果の審議
伊勢湾ＢＣＰ、航路啓開計画等の改定の審議

協議会が承認した活動計画に基づき、訓
練や課題の検討など実務を実施

開催頻度 年１回 年３回程度

年度 活動内容

H26 ・「伊勢湾の港湾相互の広域的な連携に関する基本方針」の策定

H27
・伊勢湾BCP、緊急確保航路等航路啓開計画の策定
・伊勢湾BCP協議会の設置

H28
・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・BCP等の改定（広域連携体制の行動計画など）

H29
・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・BCPの改定（優先順位の設定、尾鷲港の追加など）
・手順書（案）の検討（連携体制の構築、資機材の調達、優先順位の検討）

◆活動の経緯

協議会の活動



1717

年度 活動内容

H30

・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・BCP等の改定（航路啓開の手順など）
・手順書（案）の策定（発災から航路啓開作業までの一連の手順）
・講演「港湾物流事業継続マネジメントのための手順書－内容と意義－」京都大学客員教授 小野憲司

R1

・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・課題の検討（緊急確保航路の啓開範囲、緊急時の情報伝達、揚収物の仮置場、被災時の作業能力）
・BCP、手順書（案）等の改定（航路啓開の実施体制など）
・講演「最近の高潮・高波災害とその防災・減災」名古屋大学教授 富田孝史

R2

・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・課題の検討（大型台風への対応、緊急時の情報伝達方法、啓開状況等の情報発信）
・BCP、手順書（案）等の改定（大型台風への対応の追加など）
・講演「東日本大震災における東北地方整備局の対応」日本港湾空港建設協会連合会専務 津田修一
・第四管区海上保安本部等からの情報提供

R3

・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・課題の検討（各港BCPとの連携、燃料油の確保、情報共有方法）
・BCP、手順書（案）等の改定（作業許可申請など）
・講演「東日本大震災の経験を踏まえて」日本大学客員教授 宮本卓次郎
・国土交通省港湾局からの情報提供

R4

・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・課題の検討（アクションカード、浮遊物情報図、揚収物仮置き場の選定方法、各港BCPとの連携等）
・BCP、手順書（案）等の改定（発災直後の情報提供者の明示など）
・国土交通省港湾局等からの情報提供

協議会の活動
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２.令和４年度の実施結果

2-1.令和4年度の実施概要
2-2.訓練の実施結果
2-3.各種課題への対応
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2-1.令和4年度の実施概要
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・伊勢湾ＢＣＰ協議会の活動報告 （前年度の結果、今年度の計画）
・国土交通省港湾局等からの情報提供

・今年度の活動内容（訓練、検討課題）
・訓練の進め方
－防災情報プラットフォームの説明（概要、操作方法）
－アクションカードの説明（素案）

・課題の検討方針（浮遊物情報図、揚収物仮置き場の選定方法）

・訓練結果等を踏まえた手順書（案）の改善

・課題の検討結果の報告
・今後の活動内容

・訓練の実施
－訓練１：情報の収集・共有（防災情報プラットフォームの試行）
－訓練２：広域連携体制の構築（アクションカードの試行）

令和４年10月11日

訓練事前説明会（WEB）

令和４年６月２３日

第７回協議会

令和４年８月５日

第17回作業部会（WEB）

令和４年10月26日

第18回作業部会（WEB）

令和５年１月27日

第19回作業部会（WEB）

◆協議会活動

令和４年度の実施概要

20
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令和４年度の実施概要

◆活動内容
実施項目

訓
練

①情報の収集・共有（防災情報プラットフォームの試行）

・防災情報プラットフォーム上でデータ登録と情報閲覧を行い、機能と利便性を確認

②広域連携体制の構築（アクションカードの試行）

・ロールプレイング方式によりアクションカードを使用して、「広域連携体制の構築」を実施

課
題
検
討

①アクションカードの作成

・各機関が活用できる標準的なカードを作成し、訓練結果を踏まえ、改良の方向性を整理

②浮遊物情報図の作成

・災害時において浮遊物の位置、分布状況を共有する浮遊物情報図を作成

③揚収物仮置き場の選定方法の検討

・揚収物仮置き場の選定上の課題を抽出し、選定要件を整理の上、優先順位設定のチェックリストを作成

④各港BCPへの記載事項の作成

・各港ＢＣＰとの連携向上を図るため、各港ＢＣＰ本編に記載いただきたい広域連携に係わる事項を整理

⑤中期訓練計画の作成

・継続的に訓練を実施し、伊勢湾ＢＣＰの理解促進や習熟を図るため、中期（３年程度）の訓練計画を作成
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2-2.訓練の実施結果
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訓練概要

A 広域連携体制の構築 〇発災後に中部地方整備局（港湾空港部）は、広域連携体制の窓口を開設し、各機関と連絡が取れるかを双方向で確認する。
〇中部地方整備局（港湾空港部）と各機関は、防災情報プラットフォーム（PF）に被害情報等を登録し、共有する。

B 被害状況調査 〇中部地方整備局、第四管区海上保安部、港湾管理者は、収集された被害情報をもとに詳細な被害状況を調査するための実施計画
を作成する。
〇港湾空港部は、災害協定団体に支援を要請する。
○港湾空港部と港湾管理者は、作業許可申請の手続きを開始する。
〇災害協定団体は、直轄事務所・港湾管理者の指示を受け、被害状況調査を開始する。

C 緊急輸送用岸壁と作業船団
の必要数量の設定

〇中部地方整備局と港湾管理者は、被害状況を踏まえ、緊急輸送用岸壁を設定する。
〇災害協定団体は、緊急輸送用岸壁にアクセスする航路を暫定供用するために必要な作業船団の数量を検討し報告する。

D 優先順位の設定 〇港湾空港部は、収集した情報をもとに検討条件を整理し、応急復旧の優先順位案を作成する。
〇広域連携体制は、優先順位案をもとに優先順位を決定し、協議会構成機関で共有する。

E 航路啓開作業 〇災害協定団体は、航路啓開に必要な要員と機材を確保できる会員会社を選定し、調達不可の場合、港湾空港部は、国土交通本省
（港湾局）に広域調達を要請する。
〇港湾管理者は、被害情報をもとに揚収物仮置場と作業船係留場所を決定する。
〇中部地方整備局、第四管区海上保安部、港湾管理者は、航路啓開方針を設定する。
〇港湾空港部と港湾管理者は、作業許可申請の手続きを開始する。
〇災害協定団体は、直轄事務所・港湾管理者の指示を受け、航路啓開作業を開始する。
〇第四管区海上保安部は、航路啓開作業の結果を受け、暫定供用する水域の範囲と水深を決定する。
〇中部地方整備局、第四管区海上保安部、港湾管理者のホームページ等で航路の暫定供用開始について情報発信を行う。

訓練全体の概要

○訓練の目的
・大規模災害時に伊勢湾BCPに定める「広域連携体制の行動計画（特に初動時の活動）」を円滑に
実行できるようにする（作業部会構成員の柔軟な対応力、スキルの向上）

・訓練により改善点を抽出し、伊勢湾BCP等へ反映する

■訓練内容
・ロールプレイング方式等による机上訓練
・訓練シナリオに基づき情報伝達を実施
・メール、アクションカード、防災情報プラットフォームを活用
・浮遊情報図の活用場面・活用方法を最適化
・評価者を設定し、改善点を抽出

■訓練参加者
・広域連携体制構成機関
・災害協定団体

23
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【A】広域連携体制の構築訓練

中部地方整備局 【直轄事務所】

第四管区海上保安本部

【内容】
・窓口の設置
・連絡体制表の共有
・リエゾンの受入

中部運輸局
【内容】
・窓口の設置

・連絡体制表の共有

災害協定団体
【内容】
・窓口の設置
・情報収集
・情報連絡員の派遣

港湾管理者
【内容】
・窓口の設置
・連絡体制表の共有
・リエゾンの受入

【内容】
・窓口の設置
・関係機関との連絡・調整
・情報収集・共有

①窓口開設の連絡

〇発災後に中部地方整備局（港湾空港部）は、広域連携体制の窓口を開設し、各機関と連絡が取れ
るかを双方向で確認する。

〇中部地方整備局（港湾空港部）と各機関は、防災情報プラットフォーム（PF）に被害情報等を登録
し、共有する。

②体制構築の報告（TEL、メール、プラットフォーム）
被害状況の報告

報告・回答 連絡・問合せ

広域連携体制

地図表示画面

・地図表示画面

・関連サイト画面

・情報共有画面 等

防災情報プラットフォーム（PF）

③被害情報の登録・共有

中部地方整備局 【港湾空港部】

【内容】
・伊勢湾ＢＣＰ発動の連絡（窓口開設）
・情報収集
・関係機関との連絡・調整
・リエゾン派遣の検討・調整
・情報連絡員の受入れ
・防災情報プラットフォームの管理

広域連携体制

登録
・

閲覧

登録・閲覧登録・閲覧
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関連サイト画面地図表示画面

〇防災情報プラットフォームとは、災害対応に必要な情報を収集・統合し、災害対策本部等において、
災害発生時の迅速かつ正確な現状把握、的確かつ早期の意思決定を支援するためのシステム

以下のような情報を登録・閲覧することが可能
■地図表示画面
• 港湾に関係する施設や設備の位置や諸元
• 海上事故や強震計などのリアルタイムデータの表示
■関連サイト画面
• 海洋短波レーダー、ナウファス、気象情報などの情報を

4画面で同時に確認することが可能
■情報共有画面
・関係機関とファイルを共有することが可能

防災情報プラットフォームの概要

防災情報プラットフォーム

災害に関する基礎情報（被災情報等の把握に不可欠な情報）

地震動データ
（港湾区域内強震計）

配信情報の
ＧＩＳデータ
変換

海上事故

緊急情報配信
ｻｰﾋﾞｽ（MICS）

配信情報の
ＧＩＳデータ
変換

ナウファス

公開情報の
本部モニタ
表示

注意報・警報
（気象庁）

公開情報の
本部モニタ
表示

公開情報の
本部モニタ
表示

公開情報の
本部モニタ
表示

発災時の
船舶情報・動静

AISデータ統合

配信情報の
ＧＩＳデータ
変換

DiMAPS
防災掲示板

海洋短波レーダ
ﾘｱﾙﾀｲﾑ情報

伊勢湾環境
データベース

データ共有
システム

被害情報等潮位・波浪・風況観測データ

伊勢湾の水質･流況
発災時の

河川・道路状況
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アクションカードの概要
○各機関ごとに標準的なアクションカード案を作成
○アクションカードは、①目的と使用方法、②総括表、③カードで構成

①目的と使用方法

②総括表

③カード
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訓練の実施結果：プラットフォームの利便性に関する意見
No. 項目 意見等 対応案

1 登録情報の
地図表示

・写真の撮影箇所が地図上でわかるようにす
るなど、アップロードした情報の位置情報を
有効活用してはどうか。

・データ共有機能でのデータ登録に座標を表
示する欄があるとよい。写真データの座標情
報により、地図表示へリンクできるとよい。

・データ共有機能で位置情報が付与できると
正確に伝わるのではないか。地図上に被害
状況を示すことができれば視覚的にもわかり
やすい。

・三河港・衣浦港の災害情報共有システムで
は、登録情報を地図に表示することができ、
同様の機能があるとよい。

・写真の位置情報を参照し、地図上に落すこ
とは難しくないので、検討して欲しい。

・登録情報を地図上に表示する機能の導入
を検討する。
※１

2 登録情報のス
クロール表示

・データ共有機能のページに表示される登録
情報をスクロール表示できると見やすい。

・スマートフォンなどで見る場合、検索よりスク
ロール表示が使いやすい。

・１つの画面でスクロールダウンして、どのくら
い見れるかは重要である。

・スクロール表示の導入を検討する。※１

※１：短期的に対応（R5年度を想定）
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訓練の実施結果：プラットフォームの利便性に関する意見
No. 項目 意見等 対応案

3 登録時のキー
ワード選択設
定

・キーワードが手入力となっている。キーワー
ドのばらつきを小さくするために、プルダウン
方式の導入や推奨するキーワード一覧を定
めるとよい。

・主要なキーワードの設定とプルダウン方
式等で選択できる機能の導入を検討する。
※１

4 登録情報の
分類表示

・登録データが多いと探しにくい。データを分
類した部屋があるとよい。

・データを探しやすい構成を検討する。※１

5 情報登録者
の検索

・登録情報を検索する際に、登録者検索では
「中部地方整備局」と「他機関」しか選べない
ため、不便である。

・協議会構成員で検索できるように検討す
る。※１

6 コメントのみ
の登録

・写真等のデータがないと登録できない。デー
タがない状態でも、コメントが登録ができると
よい。

・コメントだけでも登録できるようにする。※２

7 登録情報に対
するコメント等
添付

・愛知県が運用している「三河港・衣浦港災害
情報共有システム」は、アップロードした情報
に閲覧者情報、閲覧者のコメント、対応方針
等を添付できる。

・登録情報に対する閲覧者情報、コメント、対
応方針等の添付機能を検討する。

※２：R4に改良済み

※１：短期的に対応（R5年度を想定）
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訓練の実施結果：プラットフォームの利便性に関する意見
No. 項目 意見等 対応案

8 登録できる
データ容量の
拡大

・動画を登録する場合、データ容量が50MBで
は、不十分である。

・データ容量の拡大を検討するとともに大容量
データ送信システムの活用を検討する。

9 道路情報との
連携

・道路管理者が利用可能な「くしの歯防災シス
テム」との連携など、道路の情報も共有でき
るとよい。

・「くしの歯防災システム」の道路情報は、港
湾空港部から提供する。

10 みなとカメラ
映像の閲覧

・みなとカメラの映像を閲覧できるとよい。 ・みなとカメラの映像はセキュリティ上、共有
できないネットワーク構成になっている。画
像コピーでの共有など方法を検討する。

11 ＩＤ・パスワー
ド管理

・災害時にログインＩＤやパスワードがわから
ない場合の対応方法が課題である。

・ＩＤ・パスワードの再通知等の導入を検討
する。
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訓練の実施結果：プラットフォームの活用に関する意見
No. 項目 意見等 対応案

1 情報の共有・
伝達での活用

・メールで行っている初動時の担当窓口や資機材等の報告など
情報共有が、プラットフォームで随時登録できるとよい。

・伊勢湾BCP発動の周知のみをメールで行い、その後はプラット
フォームで情報を共有すればよい。

・発災時、メールでの情報伝達の他、プラットフォームに情報を
登録するルールがあってもよい。メールが使用できない時の情
報伝達や、スマートフォンで撮影した画像を登録する使い方も
考えられる。

・時間の経過とともに更新されていくデータ（調達可能な資機材、
漂流物の位置等）を常時共有すればよいのではないか。

・令和５年度に活用方法・
ルールを検討する。

2 各港BCPとの
活用・システ
ムの統一

・各港BCPとシステムを統一して欲しい。
・各港BCPの構成員もプラットフォームを利用できるとよい。

3 使い方のルー
ル

・システムの使用方法、使用するタイミングなど使い方のルール
が必要ではないか。

4 様式集、名簿
等の共有

・手順書や様式集、名簿等の最新版を登録していくとよい。

5 作業船位置
の共有

・プラットフォームで作業船の位置情報を共有できると、災害時
に慌てなくて済む。

6 プラットフォー
ムの様々な機
能の活用

・プラットフォームは様々な情報（地震・津波、被害調査結果等
の画像・動画等）を共有するもの。このような総合的なシステム
の効果を如何に発揮させるかという観点が必要である。
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訓練の実施結果：アクションカードの改善に関する意見

No. 項目 主な意見等 対応案

1 優先順位の決
定に必要な情
報に係る画像
等の伝達（A3
④-1）

・「優先順位の決定に必要な情報」の定義が不明確。 ・発災直後において各機関が
伝達する情報を明確にする。
（P37参照）

・防災情報プラットフォームに登録された被害状況を参考
にすれば、よいのではないか。

・プラットフォームに登録するか、メールで送信するか迷っ
た。各港の事務所から収集情報を直接プラットフォーム
に登録するほうが早い。

・令和５年度、プラットフォーム
の活用方法・ルールを検討す
る。

2 登録したアド
レスへのメー
ルの不達

・登録した２箇所のアドレスの内１箇所にメールが届かず、
確認が遅れた。

・メールの発信漏れが無いよう
に、アクションカードにチェック
リストを追加する等の対応策
を検討する。

3 事務所不在時
の対応

・駐在者が１人のため、時間外、外出時等に災害が発生し
た場合、連絡がとれない可能性がある。

・複数の連絡先の登録など常
時連絡が可能な体制を設置し
ていただく。
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訓練の実施結果：伊勢湾ＢＣＰに対する意見等

No. 項目 主な意見等 対応案

1 情報伝達のタ
イミング

・大規模災害発生時は、港湾空港部からの要請が
無くても、得られた情報を速やかに伝達することが
必要である。

・協議会構成機関は、港湾空港部か
らの要請が無くても、適宜、情報伝
達を行うものとする。ご意見を踏まえ、
手順書やアクションカードに考え方を
整理する。（P60参照）

2 初動時の役割
がない

・中部運輸局は内陸部に立地するため、初動時に
作業がなく、各機関からの情報の受け手にならざ
るを得ない。

・緊急物資輸送など運輸局が得た情
報を提供いただく。（P60参照）

3 各港BCPとの
連携

・引き続き各港BCPとの連携を図りながら、BCPの
実効性を確保していきたい。

・各港BCPに伊勢湾BCP発動時の対
応を掲載いただく。（P46～49参照）

4 複数の災害協
定への対応

・災害協定団体の会員企業は、地元の建設業協会
等にも所属し、自治体と災害協定を結んでいる。
複数の災害協定による対応が必要となり、人員確
保の点からも、現実的な対応を検討する必要があ
る。

・関係自治体、関係団体と大規模災
害時の対応を整理する。（R5年度の
第22回作業部会で報告）

5 調達可能な資
機材の把握の
手順

・整備局から必要な資機材の情報をもらい、その上
で災害協定団体が調達の準備をするのが、本来
ではないか。

・大規模災害時に整備局から必要な
資機材の情報を伝えることは難しい。
使用できる資機材がどの程度あるの
かを報告いただきたい。
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訓練の実施結果：訓練に対する意見等

No. 項目 主な意見等 対応案

1 分かりやすい
資料

・今回の訓練では、同じような資料が複数あり、何
をするのか理解するのに時間がかかった。

・訓練資料は可能な限り少なくし、参
加者がわかりやすい資料作成に努
める。・複数の港湾BCP訓練に参加しているが、システム

や訓練方法が異なり、一担当者が全ての内容を
把握しきれない。訓練の進め方が分からない時に
どの資料を確認すればよいのか説明が欲しい。

2 訓練時間の短
縮

・訓練時間を短縮してほしい。今回は３時間超で
あったが、２時間を希望する。

・説明時間の短縮など可能な範囲で
時間短縮に努める。

3 訓練時の作業
がない

・中部運輸局は、海事振興部が担当窓口になった
ため、交通政策部はアクションカードの取組みを
行なわなかった。

・訓練への参加の必要性を事前に確
認するなど、今後の訓練計画検討に
あたり留意する。

4 対応の正誤の
確認

・訓練において、対応の漏れや誤りがある場合は、
事務局が訓練参加者をサポートする方がよい。

・災害時にも同様のケースが考えられ
る。対応が誤っている場合は、その
旨を伝達するが、「対応が正しけれ
ば、特に返信等を行なわない」ことを
関係機関に対し、周知徹底する。
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訓練の実施結果：アドバイザーからの意見等

No. 項目 主な意見等 対応案

1 関係機関との
連携

・伊勢湾BCPは、緊急時確保航路等と港湾区域内
を速やかに啓開するためのBCPであり、中部地整
と港湾管理者の連携、関係機関の協力が必要。

・毎年、訓練の結果を伊勢湾BCPや
手順書に反映する。

・訓練の複数年計画を作成し、計画的
に取り組む。

2 訓練対象とす
る活動

・部分的な活動を対象とする訓練では、全体が掴め
なくなる事が懸念される為、活動全体の流れを共
有した上で訓練を実施することが重要。

3 アクションカー
ドの活用

・今回作成したアクションカードは、内容が細かく、
災害時の活動をスムーズにするもの。各機関は、
それぞれ災害時の対応方法を持っているが、アク
ションカードを自らのものとして修正し、訓練に参
加いただいていることは、非常によい。

・アクションカードを使用した訓練を踏まえて、伊勢
湾BCPや手順書の内容の再確認が必要。

4 取り組みの継
続

・伊勢湾BCPの取り組みは、先進的であり、更なる
高みを目指していただきたい。

◆京都大学客員教授
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訓練の実施結果：アドバイザーからの意見等

◆名古屋大学教授
No. 項目 主な意見等 対応案

1 実践的な訓練
の実施

・今回の訓練では、訓練中にプロセスの説明をせず、
より現実に近い訓練となった。

・訓練での意見を踏まえ、防災情報プ
ラットフォームを改善する。

・プラットフォームを活用した分かりや
すい情報発信を検討する。

・協定団体への複数機関からの要請
の整理は、港湾管理者・関係団体と
検討する。

・アクションカードには、不測の事態へ
の対応を追記する。

2 防災情報プ
ラットフォーム
の活用

・情報の伝達・共有が全て防災情報プラットフォー
ムで対応できれば、効率的。港湾空港部からの要
請を受けて、作業船の情報を報告するのではなく、
確認できた時点で情報を登録するなど手順を整理
すれば、更に使いやすいシステムになる。

3 分かりやすい
情報の発信

・PCの前に居ないと情報が得られない。分かりやす
く目立つ情報の発信ができるとよい。

4 輻輳する作業
要請の整理

・災害時には、国や自治体など複数の機関から災
害協定団体に要請がなされる。要請の輻輳を整
理する仕組みが必要。

5 アクションカー
ド作成の留意
点

・アクションカードは、誰でもカードを見れば、その作
業ができるもの。情報の報告先が不在の場合、誰
に報告するのか知らなければ戸惑う。備考に対応
を書いておくと、使いやすくなる。
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2-3.各種課題への対応

１.アクションカードの作成・改善
２.浮遊物情報図の作成・表示例
３.揚収物仮置き場の選定方法の検討
４.各港ＢＣＰへの記載事項の作成
５.中期訓練計画の作成
６.作業部会でのその他意見等
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検討内容
・各機関が活用できる標準的なカードを作成し、広域連携体制の構築訓練を実施し、
その結果を踏まえ、カードの改善を行った。

・各機関ごとに標準的なアクションカード案を作成
・アクションカードは、①目的と使用方法、②総括表、③カードで構成

◆アクションカードの作成

・訓練により抽出された課題を踏まえて、カードの修正案を作成

◆アクションカードの改善

課題への対応１：アクションカードの作成・改善

実施内容

・優先順位の決定に必要な情報に係る画像（場所、時間を併せて）等を可
能な範囲で港湾空港部に電子メール等で伝達してください。

【調査内容】

区分 調査項目

事前情報
a.各港湾BCPの目標
b.製油所・油槽所、発電所、都市ガス製造工場の航路啓開目標

被害
c.港湾背後地域の被災状況
d.航路の状況

情報

e.緊急輸送用岸壁の候補
f.道路啓開の状況
g.必要な作業船団
h.調達可能な作業船団

要請

i.政府災害対策本部からの優先啓開港の指示
j.緊急輸送の要請
k.自衛隊の支援部隊輸送の要請
l.優先的に復旧する製油所・油槽所
m.優先的に復旧する発電所・都市ガス製造工場

各機関が伝達する
情報を明確にする

修正案

実施内容

・優先順位の決定に必要な以下の調査項目に係る画像（場所、時間を併せ
て）やコメント等を可能な範囲で港湾空港部に電子メール等で伝達してくだ
さい。

【調査内容】

区分 調査項目

被害
・港湾背後地域の被災状況

・港湾施設（航路・泊地、耐震強化岸壁等）の状況
情報 ・調達可能な作業船団

訓練時に使用

No.1 優先順位の決定に必要な情報に係る画像等の伝達（A3④-1）
主な意見等：「優先順位の決定に必要な情報」の定義が不明確 等
対応案：発災直後において各機関が伝達する情報を明確にする 等
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課題への対応２：浮遊物情報図の作成

○浮遊物情報図とは、災害時に関係者と浮遊物の位置、分布状況を共有するための図面
○R4年度は、図の様式等を作成 ※伊勢湾内をメッシュで分割※地理情報システムの活用を検討

◆浮遊物情報図の目的
・災害時に海上浮遊物の位置や分布状況を関係者と効率的に共有するツールとして作成

◆浮遊物情報図の使用方法
・中部地方整備局は、被害状況調査結果など関係者からの提供情報(写真、テキスト、データ等)等
を一つの図にまとめる

・浮遊物の状況を視覚的に分かりやすく明示し、検討に活用する

浮遊物情報の収集・共有の流れ

①協議会構成員

・現地での確認や関係
者からの情報提供によ
り、浮遊物情報を収集

③港湾空港部

・浮遊物情報を図に集約（適
宜更新）し、関係者と共有
（プラットフォーム活用を検討）

②協議会構成員

・浮遊物情報を港湾
空港部に報告

（メール・TEL）

関係者間で
共通の

浮遊物情報
図を活用
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課題への対応２：浮遊物情報図の作成

○発災後、情報収集がなされた時点

・衛星写真、ヘリコプターによる空撮、監視カメラにより得られた情報（浮遊物の概況）

宮城県内漁港の状況 宮城県沖の漂流物

出典：東北地方整備局出典：国際航業株式会社
東北地方整備局によるヘリコプターの撮影画像衛星画像による被災状況

出典：海上保安庁 出典：海上保安庁

◆浮遊物情報共有のタイミング

○被害状況調査の報告を受けた時点

・調査船、ドローン等により得られた情報（浮遊物の種類・量・分布状況）
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課題への対応２：浮遊物情報図の表示例

・各機関はメール（情報図に位置
を図示して添付）や電話等によ
り、浮遊物の状況を報告する
【報告例】メッシュ番号「U 32」に
大量の流木が漂流している

※メッシュ番号「U 32」
北緯34度55分0秒～34度56分0秒
東経136度45分0秒～136度46分0秒

浮遊物情報の収集・共有
○浮遊物情報図には、経度・緯度を基準とするメッシュで分割し、メッシュ毎に番号を付ける
○各機関は、浮遊物の位置や種類を可能な限り明確に港湾空港部に報告
○港湾空港部は、１枚の図に情報を整理し、各機関と共有

大量の
流木

大量の
流木
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地理情報システムの活用
○地理情報システム（GIS）とは、位置情報を持ったデータを地図上で可視化し、情報の関係性などを

わかりやすくする技術
○発災直後の混乱した状況下では、浮遊物の大まかな位置をメッシュ単位で情報図上に整理
○災害対応が落ち着いてきた段階では、関係機関から経度・緯度などの位置情報を持った浮遊物

データが得られる可能性があることから、位置情報を持つデータを取り込める情報図上で整理

GISデータ（3点）に
よる浮遊物位置の
表示イメージ

課題への対応２：浮遊物情報図の表示例
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検討内容
・揚収物仮置き場の選定上の課題を抽出し、候補地の選定要件を整理した、チェック
リストを作成した。

◆伊勢湾BCPでの揚収物仮置き場の決定手順

候補地及び周辺の被災状況

（係留施設、スペース、アクセス等）

協議・調整

・中部地方整備局と港湾管理者は、発災後、速やかに仮置き場を確保する
・仮置き場は、事前検討した候補地を基本に揚収場所との距離や被災状況等を
勘案し、選定する

揚収物仮置き場の決定

浮遊物の状況

（位置、分布状況、種類）

＜通常時＞

＜発災後＞

自治体の災害廃棄物仮置き場への搬出

・港湾管理者は、揚収物を各港の仮置き場で一時保管後、所在自治体が設置す
る災害廃棄物仮置き場に受け渡す

揚収物の仮置き場への搬入・保管

候補地の事前検討

・中部地方整備局と港湾管理者は、事前に候補場所を整理しておく

【参考】東日本大震災における揚収物の仮置き状況

損傷が進まないよう積み重ねずに仮置き

ガレキの仮置き

コンテナを通常時同様に仮置き

課題への対応３：揚収物仮置き場の選定方法の検討
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必
須
要
件

土地の現況 広さは十分（＊ha以上）であるか？

利用状況 仮置き空間の確保が可能か？

被災状況 被災により候補地が使用可能か？

優
先
要
件

アクセス 最寄り岸壁や接続道路は使用可能か？

環境影響 周辺に住宅等が立地していないか？

港湾管理者毎のその他配慮事項

揚収物仮置き場として選定

・仮置き場は、応急復旧作業において、欠かせない施設であるが、その性格から、候補地を公表し
ている港湾管理者は少ない

・仮置き場の選定には、緊急時とは言え、関係者の合意を得るため、客観的な選定理由（考え方）
が求められる

・仮置き場の選定にあたっては、土地の現況や利用状況、被災状況などの必須要件と、アクセス
性や環境影響などの優先要件を踏まえる必要がある

・仮置き場の候補地ごとに土地の現況や利用状況など選定要件となる情報を事前に整理しておき、
発災後に、候補地の被災状況を確認の上、仮置き場を選定する

◆仮置き場選定の考え方

仮置き場の選定の考え方

候補地の現況の事前整理

大規模災害発生

候補地の被災状況確認

候補地の評価（選定）

揚収物仮置き場の選定フロー

課題への対応３：揚収物仮置き場の選定方法の検討
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課題への対応３：揚収物仮置き場の選定方法の検討

・候補地の選定要件を事前に整理したチェックリスト、位置図を作成
・チェックリストは、定期的に情報を更新する
・災害時、チェックリストにより抽出された候補地の中から、選定の考え方に従い、仮置き場を選定
・位置図は、緊急確保航路等との位置関係がわかる図とする
・中部地整と港湾管理者は、チェックリスト・位置図を共有
・仮置き場を選定する優先順位の設定など方針決定を効率的に実施

◆候補地のチェックリスト・位置図の作成と共有

揚収物仮置き場候補地のチェックリスト（イメージ）【○○港△△地区】
選定要件等 選定の考え方など 候補地A 候補地B 候補地C 候補地D

事前

整理

事項

所有者 土地の所有者は誰か？ ○○県 ○○県 ○○県 ○○県

土地の

現況

面積 広さは十分であるか？ **ha **ha **ha **ha

基盤整備 基盤の保護等が必要ではないか？ ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装 未舗装 芝地など 芝地など

利用

状況
利用者 民間企業ではないか？

**株式会社
**保税蔵置所

**株式会社
**土場

市民
**野球場

市民
**公園

使用状況 仮置き空間の確保が可能か？ 貨物有（**等） 貨物有（**等） 野球場 多目的広場

アクセス
最寄り岸壁 最寄り岸壁はどこか、近いか？

隣接**岸壁、水深10m、
延長200m

隣接**岸壁、水深
7.5m、延長150m

近接**岸壁、水深
7.5m、延長150m 最寄り岸壁無し

接続道路 接続道路はどれか？ 臨港道路**号線 臨港道路**号線 臨港道路**号線 臨港道路**号線

環境影響 周辺に住宅等が立地していないか？ 周辺に住宅無し 周辺に住宅無し 周辺に住宅無し 国道**号を挟んで医療
機関、住宅地有り

その他配慮事項
上記以外で港湾管理者として配慮が
必要な事項があれば記載

発災後

確認

事項

被災

状況

候補地 発災後、被災状況を確認し、記入
〇使用可能
▲応急復旧により一部使用可能
×使用不可

最寄り岸壁

接続道路

評 価

上記を踏まえ、評価する
◎優先的に選定
〇選定可能
－選定外

事前に記入

発災後に記入
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候補地

A
公共岸壁
（-10m）200m

公共岸壁
（-7.5m）150m

公共岸壁
（-7.5m）150m

航
路
・泊
地

住宅地

医療
機関

港湾区域

臨港地区

候補地

B
候補地

C

候補地

D

揚収物仮置き場候補地の位置図作成イメージ【〇〇港△△地区】

課題への対応３：揚収物仮置き場の選定方法の検討
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検討内容
・各港ＢＣＰとの連携向上を図るため、各港ＢＣＰ本編に記載いただきたい広域連携
に係わる事項（伊勢湾ＢＣＰの概要資料）を整理した。

◆伊勢湾BCPと各港BCPの連携向上方策（案）

○各港BCP本編に「広域連携の必要性」、「伊勢湾BCPと各港BCPとの連携体制」等を掲載する
ことで各港BCPとの連携向上を図る

○伊勢湾BCPと各港BCPが連携する上での重要事項

◆伊勢湾BCPと各港BCPの連携に係る課題

○各港BCPにおいて伊勢湾BCP（広域連携）に係る記載が十分で無く、その位置付け

が不明確

○したがって、各港BCPの関係者に伊勢湾BCPの内容が十分浸透していない可能性

がある

・広域災害発生時には伊勢湾BCPが発動し、広域連携体制（国、港湾管理者）を構築

・広域連携体制では「優先啓開港・航路啓開方針の設定」 、「作業船団等の調達・配置」等の
協議、調整を行う

・各港BCPの関係者は、広域連携体制での決定事項を優先して実施

・各港では、緊急確保航路等の啓開箇所に接続する港内航路を啓開

課題への対応４：各港ＢＣＰへの記載事項の作成
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課題への対応４：各港ＢＣＰへの記載事項の作成

○○港BCPの構成（現行） ○○港BCPの構成（掲載案）

【第１部 共通事項】
1. ○○港BCPの基本方針

(1) ○○港の役割
(2) ○○港BCPの基本方針
(3) 緊急物資輸送ルートと港湾施設等における耐震対策状況

2. ○○BCPにおける実施体制
3. 対象とする災害と被害想定
4. 台風接近時の事前の防災行動
5. 回復目標
6. 初動対応

【第２部 緊急物資編】
7. 緊急物資輸送
8. 緊急物資輸送に係る主な行動計画

【第３部 通常貨物編】
9. 通常貨物輸送

【第４部 その他】
10.情報の発信
11. 事前対策
12. 教育・訓練
13. 継続的な見直しの実行

【第１部 共通事項】
1. ○○港BCPの基本方針

(1) ○○港の役割
(2) ○○港BCPの基本方針
(3) 緊急物資輸送ルートと港湾施設等における耐震対策状況

2. ○○BCPにおける実施体制
3. 伊勢湾における広域連携

(1)広域連携の必要性及び伊勢湾BCPの策定
(2)伊勢湾BCPと各港BCPとの連携体制

4. 対象とする災害と被害想定
5. 台風接近時の事前の防災行動
6. 回復目標
7. 初動対応

【第２部 緊急物資編】
8. 緊急物資輸送
9. 緊急物資輸送に係る主な行動計画

【第３部 通常貨物編】
10. 通常貨物輸送

【第４部 その他】
11.情報の発信
12. 事前対策
13. 教育・訓練
14. 継続的な見直しの実行

◆港湾BCPへの「伊勢湾における広域連携」の掲載(案)

・基本方針や実施体制など
BCPの基本的事項を掲載
している冒頭部分への掲
載が望ましい
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課題への対応４：各港ＢＣＰへの記載事項の作成

3. 伊勢湾における広域連携
(1)広域連携の必要性及び伊勢湾BCPの策定

災害時には、伊勢湾各港の港湾機能継続計
画（以下、「港湾BCP」という。）に従い、港湾機
能の回復がなされるが、被害が広域に及ぶ大規
模災害時には、港湾単独では災害対応に限界
がある。社会が混乱する中で、広域の関係者が
様々な情報を共有して、限られた資機材・人材を
配置するなど、伊勢湾全体として、災害対応に
当たる必要がある。そのため、伊勢湾では、伊
勢湾内の広域連携により資機材・人材を確保し、
航路啓開・港湾施設等の応急復旧により緊急支
援物資の受け入れるなど、港湾物流機能の早
期回復の実現を目的として、「伊勢湾港湾機能
継続計画（以下、「伊勢湾BCP」という。）が策定
されている。大規模災害の発生時には、各港の
港湾BCPと伊勢湾BCPが連携して、災害対応に
当たることが重要である。

図 伊勢湾における港湾機能継続のための広域
のイメージ

◆各港BCPへの「伊勢湾における広域連携」の掲載(案)

ポイント
大規模災害時には、各港の港湾BCPと伊勢湾
BCPが連携して、災害対応に当たる。
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(2)伊勢湾BCPと各港BCPとの連携体制

伊勢湾BCPの「発動基準（下図）」に該当する場合は、
国・港湾管理者等は、「広域連携体制」を構築すること
としている。

広域連携体制では、港湾施設等の被災状況、啓開作
業のための資機材・人材の調達状況、岸壁等の応急
復旧状況や道路等の啓開状況を考慮し、優先して啓
開作業等を実施する港湾施設を設定することとなる。

航路啓開については、緊急確保航路及び開発保全
航路の啓開を担う国と港湾区域内の啓開を担う港湾管
理者が連携して実施することになるが、限られた資機
材・人材を効率的に配置し、伊勢湾全体で災害対応に
当たる必要がある。

課題への対応４：各港ＢＣＰへの記載事項の作成

◆各港BCPへの「伊勢湾における広域連携」の掲載(案)

ポイント
広域連携体制にて、伊勢湾全体で限られた資機
材・人材を効率的に配置し、啓開作業に当たる。

伊勢湾における広域連携体制の概念図

伊勢湾における港湾機能継続のための広域イメージ
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課題への対応５：中期訓練計画の作成

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5※ R6 R7

計画・手順書等
作成・改訂

伊勢湾BCP 改定 改定 改定 改定 改定 改定 改定 改定 改定 改定

航路啓開計画 改定 改定 改定 改定 改定 改定 改定 改定 改定

手順書（案） 作成 作成 改定 改定 改定 改定 改定 改定 改定

アクションカード 作成 試行 作成・改定 作成・改定 作成・改定

防災情報プラットフォーム 試行 試行・改良 試行・改良 試行・改良

訓
練
テ
ー
マ

共通 港湾BCPなど基礎知識 ● ● ● ● ● ● ● ●

手順書・
アクション
カード

A 広域連携体制の構築 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

B 被害状況調査 ● ● ●

C 緊急輸送用岸壁と作業船団の

必要数量の設定
● ●

D 優先順位の設定 ● ● ● ●

E 航路啓開作業 ● ●

その他 個別課題への対応 ● ● ● ● ● ● 随時対応

訓練手法

講義等 ● ● ● ● ● ● ● ●

ワークショップ ●

シナリオ読合せ ●

プロセスマッピング ●

ウォークスルー ● ● ● ● ●

ロールプレイング ● ● ● ●

実技訓練 ● ● ● ●

※災害が発生し、伊勢湾BCPによる対応を行った際には、その都度、計画通り対応ができたのか、レビューを実施する

【中期訓練計画の方針】

・港湾BCPなど基礎知識の講義等を継続的に実施する。

・訓練テーマは、手順書の内容を３年で一巡するように設定する。新たな課題は、随時追加する。

・広域連携体制の構築は、毎年実施する。

・電子メールや防災情報プラットフォームを使用した実践的な訓練を実施する。

・ウォークスルー、ロールプレイング、実技訓練等の手法から、テーマに応じて選択する。

・令和7年度までにアクションカードの完成を目指す。

訓練手法はテーマに
応じて選択

改良した防災情報プラットフォームを
訓練で試行

被害状況調査以降のアクションカードを
作成し、訓練で試行
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団体名 分類 主な意見等 意見等への対応案
1 港湾管理者 防災情報プ

ラットフォー
ム

・三河港・衣浦港の災害情報共有システムも改善
を繰り返している。プラットフォームを訓練等で積
極的に活用し、改善を繰り返し、使いやすいシス
テムになると良い。

プラットフォームの活用方法
等を検討するとともに、プラッ
トフォームを使用した訓練を
実施し、改善を図っていく。

2 災害協定団
体

災害協定団
体の情報連
絡員の派遣

・①連絡員による災害対策本部（港湾空港部）と
の情報のやり取り及び②連絡員派遣後の災害
協定団体の窓口の位置付けについて、確認や見
直しをお願いしたい。「コロナ禍を経てＷＥＢによ
る情報伝達方式が定着してきたことも踏まえ、連
絡員の位置付けを再検討する必要もある」旨の
回答があったが、連絡員の派遣は、災害発生時
における包括的協定書に基づいており、見直し
にあたっては同協定書との関係についても考慮
が必要。

ご意見を踏まえ、災害協定
団体から港湾空港部への情
報連絡員派遣後の情報の伝
達や共有の手順を整理する。
また、整理にあたり、包括的
協定書との整合についても
留意する。

3 ・訓練を通じて、情報連絡員の派遣について、協
定団体として、どのように対応すべきかを改めて
内部調整する必要性を感じた。多くの団体の窓
口は名古屋地区にあるが、四日市地区に窓口が
ある団体は災害時に確実に派遣できる担当を調
整しておく必要がある。

－

課題への対応６：作業部会でのその他意見等
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課題への対応６：作業部会でのその他意見等

団体名 分類 主な意見等 意見等への対応案
4 災害協定団

体
各港ＢＣＰと
の連携

・各港ＢＣＰとの連携向上については、各港のＢＣ
Ｐ協議会等に参加した経験から、各港ＢＣＰにお
いて、伊勢湾ＢＣＰとの連携が認識されていない。
災害発生時には、協定団体に伊勢湾ＢＣＰと各
港ＢＣＰからの協力要請等の錯綜が懸念される。

・各港ＢＣＰ協議会等の主催者も「港湾管理者」で
あるものの、伊勢湾ＢＣＰの構成員（県港湾課
等）とは別の部署（港務所等）が担務している。
伊勢湾ＢＣＰとの連携に関する情報共有が十分
でない可能性が一因ではないか。各港ＢＣＰ資
料への記載に加えて、この点での取り組みも促
進いただきたい。

各港ＢＣＰとの連携向上を図
るため、各港ＢＣＰに「伊勢
湾における広域連携」の記
載を要請していくとともに、港
湾管理者に対し、各機関の
関係者間（本庁港湾課、港
湾事務所）において、情報共
有の強化・促進を図っていた
だくことを要請していく。

5 災害協定団
体

浮遊物情報
図

・浮遊物の情報は、１枚の図に整理としているが、
浮遊物は動くので、時間差のある情報の整理は、
どのようになるのか。

・メッシュ分割方法等は、海洋環境整備船「白龍」
の意見も参考にされてはどうか。

Ｒ５年度、浮遊物情報図等を
活用した訓練の実施を予定
しており、訓練計画や利用マ
ニュアルの作成において、時
間差のある情報の具体的な
整理方法等を検討する。な
お、検討にあたり、「伊勢湾
海洋レーダ」※との連携を検
討するとともに、回収作業を
実施している海洋環境整備
船「白龍」への意見照会を行
う。

6 港湾事務所 ・浮遊物情報図は、伊勢湾海洋レーダと連携す
れば、どこに移動するかは示すことができるので
はないか。

52
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課題への対応６：作業部会でのその他意見等

団体名 分類 主な意見等 意見等への対応案
7 港湾管理者 揚収物仮置

き場の選定
・揚収物仮置き場の選定や災害廃棄物の処理に
ついて、各機関にヒアリングしながら課題を整理
しており、港湾空港部とも相談させて頂きながら
進めたい。

各港湾管理者と揚収物仮置
き場候補地の情報共有を図
り、発災時における揚収物
仮置き場の速やかな設定を
図りたい。

8 災害協定団
体

中期訓練計
画

・担当職員の異動等もあるので、中期訓練計画
の方針にある基礎知識の講義、訓練等を継続的
に実施いただきたい。

中期訓練計画の実施方針に
従い、基礎知識の講義や訓
練を継続的に実施していく。
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３.伊勢湾BCPの改定（案）
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改定の概要

伊勢湾港湾機能
継続計画

（伊勢湾BCP）

・耐震強化岸壁の整備に伴う記載情報の更新
・道路網(中部版くしの歯作戦ルート)の改定

緊急確保航路等
航路啓開計画

（改定無し）

手順書(案) ・発災直後における情報の提供者の明示

手順書(案)
参考資料

・港則法に基づく、ドローン等の飛行規制の記載更新
・訓練で使用したメール様式を更新

※上記以外の修正：川越火力発電所等が中部電力㈱から㈱JERAに移管されたため各種計画上の記載を変更

伊勢湾ＢＣＰの改定概要
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改定箇所 ページ 改定内容 改定理由

４-４ 優先順位の設定
（表９、参考図）

30～34 ・耐震強化岸壁の整備に伴い記載情報を更新 名古屋港において耐
震強化岸壁を整備

表 9 伊勢湾内の耐震強化岸壁の規模等
【参考】
●耐震強化岸壁へのルート：名古屋港 全体

※飛島ふ頭東側に
おいて耐震強化
岸壁に増深改良

伊勢湾ＢＣＰの改定内容
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伊勢湾ＢＣＰの改定内容

※神野ふ頭におい
て耐震強化岸壁
の整備完了

※船渡ふ頭3号岸壁（耐震）が
担ってきた機能を神野ふ頭
7-4号岸壁に移転

表 9 伊勢湾内の耐震強化岸壁の規模等
【参考】
●耐震強化岸壁へのルート：三河港 全体

改定箇所 ページ 改定内容 改定理由

４-４ 優先順位の設定
（表９、参考図）

30～34 ・耐震強化岸壁の整備に伴い情報を更新 三河港において耐震
強化岸壁を整備
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改定箇所 ページ 改定内容 改定理由

４-１緊急物資輸送ルート
の確保（図7）など

15 ・道路網(中部版くしの歯作戦ルート)を更新
・耐震強化岸壁の整備に伴い情報を更新

中部版くしの歯作戦
ルートの改定など

改定前 改定後

10km

三河港

津松阪港

名古屋港

四日市港

衣浦港

緊急確保航路

開発保全航路
※海交法上の航路（伊良湖水道航路）を含む

耐震強化岸壁への物資輸送ルート

公共耐震強化岸壁（整備済・整備中）

製油所・油槽所（緊急輸送路に接続）

発電所等

都市ガス製造工場等

＜中部版くしの歯作戦ルート＞
高速道路等の広域支援ルート
沿岸部（被災地）アクセスルート
沿岸沿いルート

10km

三河港

津松阪港

名古屋港

四日市港

衣浦港

緊急確保航路

開発保全航路
※海交法上の航路（伊良湖水道航路）を含む

耐震強化岸壁への物資輸送ルート

公共耐震強化岸壁（整備済）

製油所・油槽所（緊急輸送路に接続）

発電所等

都市ガス製造工場等

＜中部版くしの歯作戦ルート＞
高速道路等の広域支援ルート
沿岸部（被災地）アクセスルート
沿岸沿いルート

伊勢湾ＢＣＰの改定内容

58
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改定箇所 ページ 改定内容 改定理由

A3④情報収集 17 ・発災直後における情報の提供者（情報の入手
先）を明示する

手順の具体化

※赤字はＲ４ｄ改定

手順書の改定内容
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手順書参考資料の改定内容

改定前 改定後

参考資料５：ＵＡＶ（ドローン等）の飛行規制
ＵＡＶ（ドローン等）の調査を行う場合には、航空法、

港則法、SOLAS条約に基づき飛行が規制される地区
があるため、許可申請等の手続きが必要になる。

１．航空法に基づく規制
（略）

２．港則法に基づく規制
特定港の海域上空において、ラジコンヘリやドローン

等の無人飛行機を用いた空撮を行う場合、行事許可
申請が必要となる。

□
□
□
□
□

□
□

２．港則法に基づく規制
無人航空機の飛行に付随し、海上に作業船を配置

又は海上に工作物を設置する等、一定の水域占有を
伴うことで、船舶交通に影響を及ぼすおそれがある場
合は、許可申請が必要となる。

改定箇所 ページ 改定内容 改定理由

参考資料５ 26 ・港則法に基づく、ドローン
等の飛行規制の記載内
容を更新

・特定港の海域上空でドローン等を飛行させる場合、
作業船の配置等が船舶交通に影響する場合に限り、
許可申請が必要であるため


